
議案第１０９号 

 

宇部市メディカルクリエイティブセンターに係る指定管理者の 

指定の件 

 

下記のとおり宇部市メディカルクリエイティブセンターの指定管理者を指定する

ことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規

定により、市議会の議決を求める。 

  令和５年１２月６日提出 

 

                    宇部市長  篠  﨑 圭 二 

 

 

記 

１ 施設の名称及び位置 
 

名         称  位         置  

宇部市メディカルクリエイティブセンター 宇部市東小串一丁目１番３６号 

２ 指定管理者の候補者 

宇部市南小串一丁目２番１１号 

一般社団法人霜仁会 

会長  福  田  進 太 郎 

３ 指定する期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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資料 １ 

宇部市メディカルクリエイティブセンターの指定管理者の候補者の選定結果について 

 

指定管理者の指定期間の満了に伴い、宇部市メディカルクリエイティブセンターの指定管理者の候

補者を次のとおり選定しましたので、お知らせします。 

 

１ 施設の名称 

 (1) 名 称 宇部市メディカルクリエイティブセンター 

 (2) 位 置 宇部市東小串一丁目 1番 36 号 

２ 指定管理者の候補者 

 (1) 団 体 名 一般社団法人 霜仁会 

  (2) 代表者名 会長 福田 進太郎 

 (3) 主たる事務所の所在地 宇部市南小串一丁目 2 番 11 号 

３ 指定期間  令和 6年 4 月 1 日 ～ 令和 11年 3 月 31 日（5年間） 

４ 選定理由 

  宇部市メディカルクリエイティブセンターの指定管理者の候補者の選定に当たり、単独指定を行

った上記団体の事業計画を、宇部市メディカルクリエイティブセンター指定管理者選定委員会にお

いて、審査基準に基づき総合的に評価しました。その結果を踏まえ、次の理由により上記団体を候補

者に決定しました。 

 当該施設は、医療福祉分野における新事業等の創出を支援することを目的とした、山口大学

医学部との産学公連携による研究開発拠点として整備した施設であり、施設管理に加え、山口

大学医学部との連携、入居者への適切な支援・アドバイスなどが管理運営上求められることか

ら、「一般社団法人霜仁会」がこれらの業務を担うのに最適である。 

 また、選定委員会審査における当該候補者の審査結果が、77.8 点となり、60 点以上となっ

たことから、候補者として決定する。 

５ 審査結果（100 点満点換算） 

審査基準 配 点 候補者 

１ 入居者の平等な利用を確保することができるものであること。 20 15.6 

２ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものである

こと。 
30 22.4 

３ 事業計画書の内容が、施設の管理に係る経費の削減を図るものであ

ること。 
10 8.0 

４ 事業計画書に沿った施設の管理を安定して行う能力を有するもの

であること。 
30 24.8 

５ その他施設の設置目的を達成するために必要な事項 10 7.0 

合 計 点 100 77.8 

 



 

資料 ２ 
 

一般社団法人 霜仁会の概要 

 

団 体 名  一般社団法人 霜仁会（代表者：会長 福田 進太郎） 

団体の主たる 

事務所の所在地 

〒755-0046 

  宇部市南小串一丁目 2 番 11 号 

設立年月日 
昭和 55 年 8 月 15 日 社団法人として認可 

平成 25 年 4 月 01 日 一般社団法人へ移行  

会 員 数 
 ６，４６０名（令和５年４月１日現在） 

 ※山口大学医学部の卒業生・在学生等で構成 

団体設立の目的 

 山口大学医学部医学科卒業生の相互の親睦・交流と啓発

を図り、山口県における医学教育・研究の振興を図り、

地域医療の充実と公衆衛生の向上に寄与するため。 

活動内容・ 

活動実績 

 山口大学医学教育研究助成 

 山口県における医学教育研究の助成 

 公衆衛生の向上のための教育助成 

 霜仁会賞による学術研究発展奨励事業 

 霜仁会検査センターの運営（病理検査、細胞診検査等） 

 会員への会報の発行（年４回程度） 

 霜仁会ホームページの管理 

職 員 数 
 １０人 

（霜仁会検査センター職員６人、管理職員１人含む） 

 



資料 ３ 
  

 

 

 

 

 

 

【 設置目的 】 

○医療福祉分野での新事業・新産業の創出を支援するため、産学公連携による研究開

発拠点として山口大学医学部の隣接地に整備。 

【 入居対象者 】 

○医療福祉分野において、新たに事業化を目指す企業等 
○医療福祉分野において、産学共同による研究開発を行う企業等 
【 利用料金及び入居状況 】 

○ＭＣＣ本館（平成 15 年 3 月建築、鉄骨造 2階建、延床面積約 974 ㎡） 

部屋名称 

部屋面積 

月額賃料（税

込） 

入居状況 

産学共同研究開発室Ａ 

（101～104 号室） 

約 66 ㎡ 

72,600 円 

101 号室／山口大学大学院医学系研究科（ヒト

型 BBB in vitro モデルキットの開発・販売・

受託試験） 

102 号室／(株)スペース・バイオ・ラボラトリ

ーズ（山口大学と連携している細胞移植と再生医療

とロボットを活用したリハビリテーションの統合に

よる完治システム開発事業） 

103・104 号室／山口大学大学院医学系研究科

（「C 型肝炎ウイルスに起因する肝硬変に対する自

己骨髄細胞投与療法」の事業化に向けた、山口大学

と澁谷工業株式会社による共同研究事業） 

産学共同研究開発室Ｂ 

（201～203 号室） 

約 46 ㎡ 

50,600 円 

201・202・203 号室／㈱医療福祉工学研究所（医

療画像の遠隔読影システム構築による医療画像コン

サルティングサービス事業） 

インキュベートルーム 

（204～207 号室） 

約 33 ㎡ 

36,300 円 

204 号室／NPO 法人やまぐち健康福祉ネットワ

ーク機構（地域医療ネットワークの活用推進事業） 

205 号室／澁谷工業(株)（山口大学が開発した「自

己完結型肝硬変再生療法」の治験及び承認業務のサ

ポート、新たな培養法の開発） 

206 号室／㈱医療福祉工学研究所 

207 号室／㈲メディカルソフトウェアラボラト

リー（地域医療情報ネットワークの構築・活用事業） 

宇部市メディカルクリエイティブセンター（MCC）の概要 
所在地／東小串一丁目 1 番 36 号 

本  館／平成 15 年 04 月供用開始 

別  館／平成 24 年 10 月供用開始 



資料 ３ 
○産学共同研究開発棟（平成 16 年 12 月建築、軽量鉄骨造 2階建、延床面積約 158 ㎡） 

名称 

延床面積 

月額賃料（税

込） 

入居状況 

産学共同研究開発棟 
約 158 ㎡ 

79,200 円 
㈲メディカルソフトウェアラボラトリー 

【 指定管理の状況 】 

○指 定管理 者 … 一般社団法人 霜仁会 
○指定管理期間 … 平成 18 年 4 月 ～ 平成 21 年 3 月（当初） 

平成 21 年 4 月 ～ 平成 26 年 3 月（更新） 

平成 26 年 4 月 ～ 平成 31 年 3 月（更新） 

平成 31 年 4 月 ～ 令和 6年 3月（更新） 

【 ＭＣＣ本館平面図 】 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

【 産学共同研究開発棟平面図 】 
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階 

段 

階段下 
倉 庫 

階 

段 

玄 関 

給湯室 

研究開発室 研究開発室 



第２回 宇部市産業振興計画推進委員会 次第 

 

日時：令和５年１０月２５日（水）１４時００分～ 

場所：宇部市役所３階 第３－３会議室 

 

 

１ 部長あいさつ 

 

２ 議事 

 

（１）専門部会の開催状況について 

 

（２）令和６年度施策の方向性について 

 

（３）今後のスケジュールについて 

 

３ その他 



産業振興計画推進委員会委員名簿
任期：令和５年６月１９日～令和７年６月１８日
No 区分 機関・団体名 委員氏名 ふりがな

1 商工団体 宇部商工会議所 村上　隆 むらかみ　たかし

2 くすのき商工会 岡田　正平 おかだ　しょうへい

3 大学機関
国立大学法人　山口大学　地域未来
創生センター

林　里織 はやし　さおり

4 金融機関 株式会社山口銀行 河野　秀孝 かわの　ひでたか

5 西中国信用金庫 片岡　謙蔵 かたおか　けんぞう

6 企業 UBE株式会社 井原　毅 いはら　たけし

7 セントラル硝子株式会社 長冨　哲男 ながとみ　てつお

8 株式会社宇部日報社 三浦　寛司 みうら　ひろし

9 中小企業団体
一般社団法人山口県南中小企業経営
者協会

今田　千恵美 いまだ　ちえみ

10 支援機関
一般社団法人山口県中小企業診断協
会

片山　民夫 かたやま　たみお

11 情報産業団体 一般社団法人山口県情報産業協会 本廣　敏孝 もとひろ　としたか

12 商店街 宇部市商店街連合会 熊谷　満之 くまがい　みつゆき

13 観光
一般社団法人宇部観光コンベンショ
ン協会

作村　良一 さくむら　りょういち

14 飲食業 山口県飲食業生活衛生同業組合 藤谷　幸司 ふじたに　こうじ

15 物流関係 山口県トラック協会宇部支部 柏原　巧 かしわばら　たくみ

16 若手経営者 一般社団法人宇部青年会議所 波多野　嵩三 はたの　たかみつ

17 雇用関係 山口県立宇部工業高等学校 春日　貴江 かすが　よしえ

18 日本労働組合総連合会山口県連合会 西田　宏幸 にしだ　ひろゆき



第２回 産業振興計画推進委員会
資料

令和５年１０月２５日
商工振興課



議題１．専門部会の開催状況について

議題２．令和６年度施策の方向性について

議題３．今後のスケジュールについて
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2

議題１．専門部会の開催状況について



専門部会とは

目的 中小企業の振興施策について調査審議

ゴール 中小企業の経営課題をテーマとし、市内の中小企業者をとりまく現状を整理し、審議を行う。
経営課題に対する解決に向けた施策へつなげる。

テーマ
事業承継:事業者を取り巻く現状を整理し、市で進める施策について検討
人材確保/育成:新たな人材確保、離職防止、リスキリング様々な手法のうち、市で進める
上で効果的な施策について検討

3

委員
• 部会⾧
• 支援機関
• 金融機関
• 中小企業団体
• 観光関係団体

片山委員（山口県中小企業診断協会）
宇部商工会議所、くすのき商工会
西中国信用金庫
県南中小企業経営者協会、中小企業団体中央会、中小企業家同友会
宇部観光コンベンション協会



専門部会の開催状況について（第1回）

4

日程 2023年6月23日（金）10:00-12:00

議題
1 専門部会の進め方

議題
2

事業承継について
 現状認識と課題
 国・県の令和5年度施策
 市の令和5年度施策
 委員の皆さんにお聞きしたいこと

議題
3

人材確保/育成について
 現状認識と課題
 国・県の令和5年度施策
 市の令和5年度施策
 委員の皆さんにお聞きしたいこと

委員の皆さんにお聞きしたいこと
① 「事業承継」についてどのような考えをお持ちでしょうか。
② 皆様の周囲では、「事業承継」についてどのようなお声がありますか。
③ ニーズ掘り起こしのアンケートのためのアンケートはどういう方（年齢層、後
継者の有無等）をターゲットにしたらよいでしょうか。

委員の皆さんにお聞きしたいこと
① 皆様の周囲では「人材確保/育成」について、どのような取組をされていま
すか。

② それらの取組に対する課題はどのようなものでしょうか。
③ 育成した人材の外部流出を防ぐために有効な手立てはどのようなものが考
えられるでしょうか。

議題
4 今後のスケジュールについて



専門部会の開催状況について（第1回振り返り）

5

委員
意見

事業を譲り渡す側
の視点

事業を譲り受ける側
の視点

• 経営者は常に後継者の育
成に取り組むことが必要

• 人口減少が進む中で、地
元で事業を継続していくこ
とへの不安解消が必要

• 事業承継の準備
を早期に始める必
要がある

• 中⾧期の経営計画の策
定が必要

• 経営者が望む事業承継の
導き出しが必要

• 会社の引き継ぎに係る税
負担が課題

• 譲り渡し側の事業、財務
内容等の見える化が必要

• 法人を目指す上で、会社
の体制や経営計画、財務
内容の精査が必要

• M＆Aなどのマッチングを効
率的にできる仕組みづくり
を進める必要がある

• 活用しやすい税制優遇措
置が必要

• 親族への株式譲渡、贈与
税などに税制の配慮が必
要

• 子どもたちが引き継ぎたくな
るような会社づくりが必要

• 会社を残していくために会
社全体でどう取り組んでい
くかを啓蒙する必要がある

引継を支援する側
の視点

• 地域にとって必要な事業
者を救う仕組みづくりが必
要

• 譲り渡す側の企業の掘り
起こしが必要

• M&Aは、デリケートな問題
のため、どこまでの支援を行
うかの線引きが必要

事業承継について



専門部会の開催状況について（第1回振り返り）

6

委員
意見

経営者側
の視点

従業員側
の視点

• 社⾧が率先して経営に
ついて学ぶ必要がある

• 自社の将来を語れる経
営者になるような努力が
必要

• 従業員がお互いに相談
しやすい環境づくり

• 女性、高齢者、外国人
材の活用に向けた働き
やすい職場づくりが必要

• 建設業などでは、小中
学生の頃から職業につ
いて知ってもらう機会が
必要

• 職員を育成する時間が
必要

• 人材の確保・育成に取
り組む費用・時間が必
要

• 給料よりも休みを重要
視するニーズへの対応が
必要

• ハローワークに求人を出
しても応募がない

人材確保／育成について



専門部会の開催状況について（第2回）

7

日程 2023年8月22日（火）14:00-15:30

議題
1

事業承継について
 第1回専門部会の振り返りと課題整理
 施策の方向性

議題
2

人材確保/育成について
 第1回専門部会の振り返りと課題整理
 施策の方向性

委員の皆さんにお聞きしたいこと
早期着手につなげるために、無関心な層にどうアプローチするかご意見をいた
だきたい。

委員の皆さんにお聞きしたいこと
下記の４つの施策方向性についてご意見をいただきたい。
① 経営者が会社の将来を考えるきっかけになるような施策
② 従業員の働きやすい環境づくりに向けた施策
③ 自社の魅力を小中学生に発信できるような施策
④ 人材育成にかかる時間的、費用的な負担軽減施策

議題
3 今後のスケジュールについて



第２回専門
部会意見(事
業承継)

早期着手を促
すターゲットは
誰か

小規模事業者 金融機関やM&A支援機関等からの支援が受けにくい小規模事業者

収益性を持った企業 優先的に早期着手を促す必要があるのは、利益・価値創造している事業者

商工会議所等に属さない事業者 商工会議所・商工会などと接点のない事業者

早期着手を促
すために何をす
べきか

経営者に自覚を促す
経営者が決断すれば取組は進むため、経営者に自覚を促す方法が必要

将来を見据えて経営計画を立て、事業者に自覚を促すことが必要

自社の振り返り
約半数の赤字中小企業の収益性向上

事業承継と会社の整理をセットで実施する必要がある

支援機関同士の協力 商工会議所や金融機関で実施しているサポートを一体的に実施する必要がある（例:サーチファンド）

サポート可視化 支援機関が、「こういう支援が提供できる」ということを説明すると相談会に参加しやすい

新たな相談先 民間コンサルを使う場合の着手金支援等

譲渡希望者とのマッチング 譲渡希望企業情報を開示し、関心を持つ譲り受けたい側に情報を流してアプローチ

税務に係る課題解決支援 税務上の問題解決に対する支援

専門部会の開催状況について（第2回振り返り）

8

委員
意見



専門部会の開催状況について（第2回振り返り）

9

第２回専門
部会意見(人
材確保/育成)

人材確保

学生が地元企業に就職するための取組

地元の商業・工業高校卒業者が地元に就職してもらうにはどうしたらよいのかアドバイスがほしい

就職担当先生が、地元企業の求人情報を学生等に提供すると良い

人材確保のためには、学校における就職担当の先生や学生のニーズ情報が必要

職場環境改善の取組促進

従業員側のニーズが、賃上げ以外に、休暇制度の創設や、福利厚生の充実を求めることなど多様化してきている

中小企業等の福利厚生制度を充実させる支援が必要なので健康経営の取組は良い

健康経営については、従業員が健康で働き、経営をうまく回すために大切な取組と考える

人材育成

経営者・中間管理職の育成
経営者や若手を育成するキーマンの中間管理職を育成するための取組が必要

経営者においては、上手に人材を活用することが重要

リスキリング等支援

自社に役立つ資格取得を支援する制度が必要

資格取得後に離職されるケースがあるので、会社としてもつなぎとめる必要がある

産業人材育成事業については、DX以外にも対象を広げると良い

委員
意見



専門部会の開催状況について（第3回）
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日程 2023年10月12日（木）14:00-15:30

議題
1

事業承継について
 第2回専門部会の振り返りと課題整理
 施策の方向性

議題
2

人材確保/育成について
 第2回専門部会の振り返りと課題整理
 施策の方向性

議題
3 今後のスケジュールについて



議題２．令和６年度施策の方向性について
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・大学等の研究開発シーズを活用した起業や事業化に向けた取組に対する支援
・新たなチャレンジとなる試作品の開発・製造等への支援（パイロット）

技術シーズの成⾧プロセスから支援するフェーズを
・創業段階:スタートアップ
・研究開発推進段階:イノベーション
・実証段階:パイロット

に分類し、起業・事業化に向けたシームレスな支援

※ 今後も研究開発シー
ズを随時募集し、各
フェーズに応じた支援
を実施予定

成

熟

度

採択1件

採択12件

採択3件

令和6年度施策の方向性について

令和５年度上半期の進捗状況（成⾧産業創出事業）

重点施策1 成⾧産業の創出と育成

12



1. 事業継続に関するアンケート調査実施
 ニーズの掘り起こしに向けたアンケート調査を実施
 実施及び途中経過の詳細は次ページ

2. 専用ホームページ作成
 アンケート調査結果等に基づき、オープンネームによ
る後継者募集企業があった時点で掲載開始予定

3. 連携自治体同士の公開マッチングイベント開催
 今後、実証事業10自治体によるイベント開催予定

令和6年度施策の方向性について

13

山口県事業承継・引継ぎ支援センターとの連携

令和５年度上半期の進捗状況（事業承継）

民間企業との連携

1. 相談会の実施
 6月19日、23日 3件（従業員承継、親族内承
継に関する相談）

 8月30日 1件（親族内承継に関する相談）
相談会後、事業承継計画の策定など、支援を継続中

※次回は令和6年1月に予定

重点施策2 経営基盤強化及び事業継続の促進



 後継者探しのサポートを受けたい
 まずは話を聞いてみたい
 数年後に話を聞いてみたい

1件
9件
1件

令和6年度施策の方向性について

14

（参考）事業継続に関するアンケート調査概要及び集計結果について

調査概要

集計結果
(10月6日時点)

調査対象

調査対象者数

調査期間

民間調査会社が把握する市内中小企業等のうち、
経営者年齢が55歳以上

778社

9月14日-10月13日

回答数 152社(回答率 19.5%)

一部
回答
抜粋

後継者について

後継者探しの利用
意向について

 後継者がいる
 後継者がいない
 廃業する
 未定

81件
17件
25件
18件



令和6年度施策の方向性について
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専門部会における事業継続に関する今後の方向性

重点施策2 経営基盤強化及び事業継続の促進

ターゲッ
ト

何をすべ
きか

金融機関やM&A支援機関等による支援が受けにくい小規模事業者

自社の現状を把握し、将来を見据えた経営計画を策定し、実践すること

経営計画を立てることの有効性を伝え、実践するよう促すためにどう
すればよいか、ご意見をいただきたい



令和6年度施策の方向性について
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重点施策3 産業を支える人材の確保・育成

令和５年度上半期の進捗状況（人材確保）

人材確保育成支
援事業費補助金 人材確保セミナー 企業情報ナビ みらい

Walkers★UBE
健康経営支援補
助金

（補助対象経費）
・就職・転職情報サイト
掲載費用、企業の採用
ホームページ改修費用
など
（補助率等）
・1/2

・8月30日開催
・人材確保のノウハウを
学ぶセミナーを開催
・休日確保、社内コミュ
ニケーションの活性化な
ど労働環境を見直すこと
が重要

・登録企業数368社
・市内高校や企業等へ
活用周知

・10月4、5日開催
・市内中学2年生が参
加
・市内に事業所を持つ
企業又は団体30社が
参加

（補助対象経費）
・健康経営優良法人認
定に必要な経費
（補助率）
・2/3
※継続して効果検証に取り
組む企業の支援を開始

今後、それぞれ事業ごとに実績や効果を検証し、令和6年度の施策へ反映（各事業担当課）



・10月16日時点で申請件数なし
・周知実績:宇部商工会議所、くすのき商工会及びうべ中小企業等DX研究会

令和6年度施策の方向性について
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重点施策3 産業を支える人材の確保・育成

令和５年度上半期の進捗状況（人材育成）

産業人材育成支援事業費補助金

概要

市内中小企業が行う従業員のDXに関するリスキリングに対する取組を支援目的

補助対象経費

補助金額

以下の条件を満たす研修等の受講費用（教材費等は含まない）
・ＤＸに関する専門的な知識・技能の習得と向上を目的とする研修等であること
・受講料等が公開されており、受講者１人当たりの受講料があらかじめ定められていること
・助成対象訓練の受講者が研修等時間の８割以上を受講していること
・標準学習時間が１０時間以上であること

補助対象経費の2/3（上限 ５万円／１社、下限 １万円／１社）

実績
見込み



令和6年度施策の方向性について

18

専門部会における人材確保/育成に関する今後の方向性

重点施策3 産業を支える人材の確保・育成

人材
確保

人材
育成

学生が地元企業に就職するために必要な取組
職場環境改善の取組を促進

DXなどリスキリングを通じた産業人材育成の取組
⇒DXと同じで『何から取り組んでよいか分からない』という企業が多くいるのではないか

リスキリングに向けた取組についてどうお考えかご意見伺いたい

情報発信が重要だが、具体的にどの層へアプローチするのが有効か、
有効な手法は何かなどご意見を伺いたい



令和５年度上半期の進捗状況（まちなかウォーカブル推進事業）

令和6年度施策の方向性について

19

重点施策4 人が集う場や機会の創出

年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年
度

常盤通りウォー
カブル

（参考）
旧山口井筒屋
宇部店

（参考）
新庁舎
2期棟

設計

歩道・副道の再整備
【令和8年度竣工】

※令和５年度 市役所前着手

社会実験整備方針決定

供
用
開
始

事業者
公募

既存建物解体

設計・建設

既存建物解体

建設

供
用
開
始

契約

今後、それぞれ事業ごとに実績や効果を検証し、令和6年度の施策へ反映（各事業担当課）



議題３．今後のスケジュールについて
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今後のスケジュールについて

令和５年度スケジュール

令和６年度当初予算要求
時期

7月 9月 11
月 1月 3月12

月

第１回
専門部会

8月6月 10
月 2月

今回の推進委員会の結果を基に、
令和６年度予算に反映

21

第２回産業振興計画
推進委員会

令和６年度
当初予算公表

第２回
専門部会

第３回
専門部会

第１回産業振興計画
推進委員会



R5.12.14 産業経済部 

 

農業振興地域整備計画の見直しについて 

 

１ 農業振興地域制度（農業振興地域の整備に関する法律）について 

〇農業振興地域は、総合的に農業の振興を図る地域として県により指定。 

 宇部市では都市計画用途地域を除く地域を農業振興地域として指定。 

〇農振農用地区域は、市町が策定する「農業振興地域整備計画」において設定。 

  （農業支援策の実施、農地転用の制限） 

 

２ 整備計画見直しの理由 

  平成 20 年度の見直し以降 15 年が経過していることから、見直しを行うもの。 

 

３ 整備計画見直し業務内容（令和 4年度から令和 5年度まで） 

 【令和４年度】 

 ・策定業務の業者選定（指名競争入札、受託者：（株）パスコ山口支店〈下関市〉） 

   委託料：合計 12,100,000 円（消費税含む） 

（令和４年度：7,462,400 円、令和 5年度：4,637,600 円） 

 ・宇部市農業振興地域協議会の設立、開催（11 月） 

  （農業委員会、農業協同組合、農業共済組合、森林組合、土地改良区、 

   都市計画審議会、朝市加工グループ、県農林水産事務所等 13 人で構成） 

 ・市内農業者へのアンケート調査実施 

 ・基礎調査資料作成（過去の国事業の実施状況等を記載） 

 【令和 5 年度】 

 ・農業振興地域整備計画書（案）、土地利用計画（案）作成 

・宇部市農業振興地域協議会の開催（5月、11 月） 

・関係機関の意見聴取（農業委員会、農業協同組合、森林組合、土地改良区） 

 ・県との事前相談・調整 

 

４ 整備計画書（案）の内容 

  ・基盤整備事業、ため池等の整備事業計画の記載 

  ・農用地利用計画：山林原野化した農地を除外 

農用地区域とする農地面積：1,772.4ha 

農用地区域から除外する農地面積：489.7ha 

（添付土地利用計画図 赤塗部分） 

 

５ 今後のスケジュールについて 

農業振興地域の整備に関する法律に基づき、30 日間の公告縦覧（住民の意見聴取）、 

 15 日間の異議申出期間の手続きを踏まえ、県に本協議・回答後、公告。 
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 令和 5年（2023年）12月 14日 

 

楠こもれびの郷くすくすの湯でのレジオネラ属菌の検出について 

 

１ 概 要 

 宇部市楠こもれびの郷（指定管理者「楠むらづくり株式会社」）の温浴施設「くすく

すの湯」において、令和 4 年 12 月から 2 月に水質検査を実施した結果、施設内 4 ヶ

所の浴槽から基準値を超えるレジオネラ属菌(最大 2.7倍)が検出されたにも関わらず、

温浴施設の営業を継続していていたことが、令和 5年 10月 2日に判明しました。 

 

２ 経 緯 

日 付 内 容 

R4.12.12 源泉と施設内 7ヶ所の浴槽の法定水質検査(1回目)を実施 

R4.12.26 

水質検査(1回目)の結果、施設内 4ヶ所(第一大浴場、第二大浴場、第一小

浴場、第二露天風呂)の浴槽から基準値を超えるレジオネラ属菌が検出され

たが、市への報告を行わず、通常通り営業を継続 

R4.12.31 年末年始のため令和 5年 1月 3日（火曜日）まで休業 

R5.1.4 営業再開時、水質検査(2回目)を実施 

R5.1.17 
水質検査(2回目)の結果、施設内 3ヶ所(第二大浴場、第一小浴場、第二露

天風呂)の浴槽から基準値を超えるレジオネラ属菌が検出 

R5.1.23 水質検査(3回目)を実施 

R5.2.3 
水質検査(3回目)の結果、施設内 1ヶ所(第二大浴場)の浴槽から基準値を

超えるレジオネラ属菌が検出 

R5.2.9 水質検査(4回目)を実施 

R5.2.17 
水質検査(4回目)の結果、レジオネラ属菌が検出されなかったため、水質

検査を終了した。以降も営業を継続 

R5.9.20 

施設への宇部環境保健所の立入検査において、令和 4年度の水質検査で基

準値を超えるレジオネラ属菌が検出されていたことが判明 

※この際も指定管理者は、宇部市に報告することなく営業を継続 

R5.10.2 
宇部環境保健所から宇部市に対して連絡があり、レジオネラ属菌の検出を

把握 

R5.10.3 温浴施設の営業休止を指示 

R5.10.4 報道発表 

R5.10.5 水質検査を実施 
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R5.10.12 R5.10.5採取の水質検査において、レジオネラ属菌は不検出 

R5.10.20

～21 

20日・21日の２日間で源泉ポンプから全浴槽までの給湯配管等（水位計、

バブルマット）の薬剤洗浄・消毒作業を実施 

R5.10.23 水質検査を実施 

R5.11.1 R5.10.23採取の水質検査において、レジオネラ属菌は不検出 

R5.12.9 営業再開 

 

３ 原 因 

源泉ポンプから全浴槽までの給湯配管等（水位計やバブルマット）を専門業者によ

る配管洗浄剤を使用した洗浄・消毒作業を約 8年間実施しなかったことで、配管設備

内にレジオネラ属菌の繁殖の温床となる生物膜が発生し、レジオネラ属菌の検出に繋

がった主な原因だと考えています。 

施設の清掃や消毒など衛生管理に対する指定管理者の意識や理解が不十分であっ

たことが直接的な要因ではありますが、市としても、水質検査の結果の確認など、施

設の設置者としての対応が不十分な点があったものと認識しています。 

 

４ これまでの対応 

令和 5 年 10 月 3 日から当該施設の営業を休止し、次亜塩素酸ナトリウムの噴霧消

毒を実施した後、令和 5年 10月 20日・21日に、源泉ポンプから全浴槽までの給湯配

管等と全浴槽・全浴室を配管洗浄剤を使用した専門業者による洗浄・消毒作業を実施

しました。さらに、宇部環境保健所などの助言を参考に、これまで実施していなかっ

たアルカリ泉質水の滅菌に効果が高いとされる、モノクロラミン剤による全浴槽の漬

け置き消毒も実施しました。 

その後、令和 5年 10月 23日に実施した水質検査において、源泉と全７浴槽からレ

ジオネラ属菌は検出されませんでした。 

 

５ これからの対応 

・アルカリ泉質の温泉に対し殺菌効果が高いとされるブロム剤自動供給器の設置 

・浴槽水が滞留する可能性がある一部配管等の改修 

・適時、指定管理者と連携した利用者の安心・安全対策 
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則
で
定
め

る
日
か
ら
施
行
す
る
。 

「
説
明
」 

 

恩
田
ス
ポ
ー
ツ
パ
ー
ク
整
備
事
業
の
実
施
に
よ
る
公
園
施
設
の
廃
止
及
び
新
設
に
伴
い
、
所
要

の
整
備
を
行
う
も
の
で
あ
る
。 

こ
れ
が
、
こ
の
条
例
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 
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競
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、
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競
技
場 

 
 

 
 

 
 

 

都
市
公
園
名 

有
料
公
園
施
設
の
名
称 

恩
田
運
動
公

園 

野
球
場
、
陸
上
競
技
場
、
多
目
的
グ

ラ
ウ
ン
ド 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

別
表
第
二
（
第
七
条
関
係
） 
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二
（
第
七
条
関
係
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二 

二 

都
市
公
園
名 

公
園
施
設
の
名
称 

恩
田
運
動
公

園 

野
球
場
、
水
泳
プ
ー
ル
、
陸
上
競
技

場
、
補
助
競
技
場 

 
 

 
 

 
 

 

都
市
公
園
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公
園
施
設
の
名
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恩
田
運
動
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野
球
場
、
陸
上
競
技
場
、
多
目
的
グ

ラ
ウ
ン
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議案第１１０号 

 

工 事 請 負 変 更 契 約 締 結 の 件  

 

令和５年９月市議会定例会において議決された議案第８２号について、下記のと

おり変更契約を締結したいので、宇部市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（昭和３９年条例第５８号）第２条の規定により、市議会の

議決を求める。 

  令和５年１２月６日提出 

 

                    宇部市長  篠  﨑 圭 二 

 

記 

 変更請負金額  一金 １９０,２３２,９００円也 

（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（当初 一金 １８８,１００,０００円也） 

【説明】 

１ 工  事  名  宇部市新庁舎２期棟新築（電気設備）工事 

２ 工 事 場 所  宇部市常盤町一丁目地内 

３ 工事の概要  （ 1）電灯・動力設備工事 一式 

（2）入退室管理設備工事 一式 ほか 

４ 契約の相手方  鶴谷秀電社・前村電気工事共同企業体 

代表者 宇部市東琴芝一丁目１番４６号 

株式会社鶴谷秀電社 

代表取締役  鶴  谷  孝  二  

             宇部市神原町二丁目８番５１号 

             前村電気工事株式会社 

              代表取締役  前  村  隆  文 

５ 変更の理由  公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置により、工事請負

金額を増額変更するものである。 
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議案第１１１号 

 

工 事 請 負 変 更 契 約 締 結 の 件  

 

令和５年９月市議会定例会において議決された議案第８３号について、下記のと

おり変更契約を締結したいので、宇部市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（昭和３９年条例第５８号）第２条の規定により、市議会の

議決を求める。 

  令和５年１２月６日提出 

 

                    宇部市長  篠  﨑 圭 二 

 

記 

 変更請負金額  一金 ２６６,７１４,８００円也 

（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（当初 一金 ２６４,０００,０００円也） 

【説明】 

１ 工  事  名  宇部市新庁舎２期棟新築（機械設備）工事 

２ 工 事 場 所  宇部市常盤町一丁目地内 

３ 工事の概要  （ 1）空気調和設備工事 一式 

（2）給排水衛生設備工事 一式 ほか 

４ 契約の相手方  大栄建設・富士管工共同企業体 

代表者 宇部市北琴芝二丁目１２番１－２号 

大栄建設株式会社 

代表取締役社長  原  田  亜 希  那 

（当初 取締役社長  原  田   毅） 

             宇部市文京町６番３３号 

             富士管工株式会社 

              代表取締役  柴  田  泰  広 

５ 変更の理由  公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置により、工事請負

金額を増額変更するものである。 

63



  

64



公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置について

都市政策部

１
２
月
議
会

上
程

９
月
議
会

承
認

旧労務単価
で積算

（令和５年１月）

入
札
公
告

仮
契
約

契約
締結

９月２６日

変
更
協
議

変
更
仮
契
約

開
札

【新労務単価の適用（通知）】
令和５年３月１日以降に
契約を締結する工事のうち、
旧労務単価で積算しているものを、
特例措置の対象とする。

新労務単価に基づく
契約に変更するための協議

電気設備工事
機械設備工事

※参考
建築主体工事は、再入札の際
新労務単価で積算しているため対象外

資料



宇部市営住宅審議会の開催状況について

令和 ５ 年１２月１４日

都市政策部 住宅政策課



宇部市営住宅審議会の開催状況

1. 開催日時 令和５年１１月８日（水）

2. 議事内容 （1）海南団地建替事業について（報告）

（2）宇部市営住宅条例の一部改正について（報告）

（3）保証人の取扱い等に関する現状について（その他）

都市政策部 1/７



(1)海南団地建替事業について（報告）

都市政策部 2/７

①宇部市公営住宅等長寿命化計画上の位置づけ

＜海南住宅の建替構想＞

・海南住宅は、敷地が狭く全入居者の駐車場確保が困難ではあるが、利便性の高い地域に立地していること
から、福祉事業と連携した 高齢者向け住宅の可能性を模索しながら建替検討行っていく。

＜海南住宅の建替スケジュール＞

・令和４年度 市街地周辺に立地している市営住宅の調査・検証 建替基本計画

・令和５年度 建替基本設計

・令和６年度 建替実施設計

・令和７年度～ 建替工事



都市政策部 3/７

②事業対象地の概要

●位置図 ●住棟諸元

【建設年度】 昭和48年（1973年）
昭和49年（1974年）

【構造】 中層耐火構造

【規模】 全4棟・103戸

各住棟ともに耐震性がない



都市政策部 4/７

③基本計画の概要

住戸数の考え方

海南団地入居者の世帯数
市全体の市営住宅入居世帯
数より

下限：５４戸～
上限：７０戸

●現状との比較
１０３戸⇒６５戸程度

住戸タイプ
の考え方

高齢者に対応した住戸
世帯人数減少に配慮した間
取り

バリアフリー住宅
１ＤＫ、２ＤＫ

●現状との比較
２ＤＫ：40㎡⇒55㎡
参考：１ＤＫは45㎡

住戸タイプ供給
戸数の考え方

現、海南団地の世帯割合を
参考として

１ＤＫ：７０％
２ＤＫ：３０％

●現状との比較
２DK(39㎡)：27％
３Ｋ(42～46㎡)：73％



都市政策部 5/７

■南北方向に住棟1棟を設ける案 採用

●消防設備などの設備機器が集約できるため、
維持管理性に優れる。

●１棟あたりの住戸数の均等化が図れるため
共用部の費用負担を少なくすることができる。

●エレベーターが１台となるため、入居者が
負担する維持管理コストが最も縮減できる。

●工事期間中、まとまった空地を確保でき、
基礎杭の搬入など大型工事車両の通行も可能
となる。（施工性、財政面でも優れる。）

など

主な採用理由



(2)宇部市営住宅条例の一部改正について（報告）

都市政策部 6/７

●借上型市営住宅位置図 ●借上型市営住宅一覧

※令和６年３月議会上程予定

返還済み

Ｒ６年度
返還予定



(3)保証人の取扱い等に関する現状について（その他）

都市政策部 7/7

人数 県・市名

保証人２名 下松市

保証人１名 山口県、宇部市、防府市、岩国市、光市、⾧門市、柳井市、山陽小野田市

県・市名 条例等の改正時期
（規定の撤廃時期）

保証人を求めない場合の
緊急時の連絡先等

下関市 令和２年４月 １名（原則、３親等以内の親族

山口市 令和３年４月 １名（原則、親族）

萩市 令和２年４月 ２名（市内親族を優先）

美祢市 令和４年１２月 ２名（原則、２親等以内の親族）

周南市 令和２年４月 ２名（原則、３親等以内の親族）

【保証人規定なし】 ※５市（５／１４）

【保証人規定あり】 ※１県・８市（９／１４）

●山口県・他市の保証人の状況（令和５年11月時点） ※前回の審議会で説明以降、変更なし



宇部市都市計画審議会の開催状況について

令和５年１２⽉１４⽇（⽊）

都市政策部 都市計画課



宇部市都市計画審議会の開催状況

1. 開催⽇ 令和５年１１⽉２⽇（⽊）

2. 議題

（1）宇部都市計画公園の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・資料①、②

（2）宇部都市計画⼟地区画整理事業の変更・・・・・資料③、④

都市政策部 1/5



（1）宇部都市計画公園の変更

2/5

資料①



（1）宇部都市計画公園の変更

3/5

資料②



（2）宇部都市計画⼟地区画整理事業の変更

4/5

資料③



（2）宇部都市計画⼟地区画整理事業の変更

5/5

資料④



 

１ 目的・背景 

• 今後、人口が減少する中で、本市の外国人住民は⾧期的に増加する傾向 

• 外国人住民の出身地や在留目的、活動の多様化が進む中、共に地域で生活するうえで、日本

人住民との交流やつながりを深めるためには、文化や価値観の違いを理解するための取組が

必要との意見 

• 外国人を含む多様な人々が暮らしやすいと感じ、それぞれが能力を発揮して活躍できる多文

化共生の地域づくりを進めることが重要 

• 令和５年度中に「宇部市多文化共生推進ビジョン」を策定 

 

２ 計画期間 令和６年度～令和１０年度 

 

３ 策定委員の構成 

   別紙 

 

４ 策定スケジュール  

 

第 1 回策定委員会 

開催日時：令和 5 年 6 月 16 日（金）13:00～16:45 

協議内容： 

 策定に対する考え方及びスケジュールについて 

 宇部市における外国人住民の現状について 

 外国人住民及び外国人住民に関係する機関等へのヒアリング内容について  

 

第 2 回策定委員会 

開催日時：令和 5 年 9 月 27 日（水）14:00～16:00 

協議内容： 

 アンケート及びヒアリングの結果について 

 課題について 

 ありたい姿とビジョンの基本方針について 

 

今後の予定 

 令和 5 年 12 月  第 3 回策定委員会 

 令和 6 年 1 月  パブリックコメント 

 令和 6 年 2 月  第 4 回策定委員会、策定 



宇部市多文化共生推進ビジョン策定委員会 委員名簿 

 

区分 団体等名 氏名 

学識経験者 
山口大学国際総合科学部 

准教授 
ソーレンセン・アリエル・キース 

学識経験者 
山口大学留学生センター 

助教 
川﨑 千枝見 

日本語教育 
日本語クラブ宇部 

代表 
小寺 紀美代 

労働 
宇部公共職業安定所 

統括職業指導官 
安光 善美 

労働 
ユー・アイ・ケイ協同組合 

顧問 
西山 一夫 

福祉 
社会福祉法人宇部市社会福祉協議会 

地域福祉課 課⾧ 
石﨑 輝正 

住民代表 
宇部市自治会連合会 

川上地区会⾧ 
田中 辰夫 

関係機関 
公益財団法人山口県国際交流協会 

主任 
田中 沙織 

教育 
宇部市小学校⾧会 

会⾧ 
原 浩一郎 

行政 
宇部市観光スポーツ文化部 

部⾧ 
冨田 尚彦 

 

 

区分 団体等名 氏名 

アドバイザー 
山口県観光スポーツ文化部国際課 

課⾧ 
松田 恭明 

アドバイザー 
一般財団法人自治体国際化協会 

地域国際化推進アドバイザー 
阿部 一郎 

オブザーバー 
山口県宇部警察署生活安全課 

課⾧ 
品川 大和 

※第２回策定委員会のみアドバイザーとして（一財）自治体国際化協会から派遣 
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宇部市石炭記念館あり方検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 宇部市発展の礎となった石炭産業の歴史を後世に伝えていく上で、今後の石炭

記念館のあり方について検討するため、宇部市石炭記念館あり方検討委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は次に掲げる事項について所掌する。 

（１） 石炭記念館の評価及び今後のあり方の検討 

 （２）その他、宇部市石炭記念館のあり方に関し、必要と認められる事項 

（組織及び委員） 

第３条 委員会は、委員１５人以内の委員で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 関係団体・民間企業から推薦を受けた者 

（３） 行政機関から推薦を受けた者 

（４） 一般公募 

３ 委員の任期は、委嘱の日から石炭記念館のあり方についての方針を決定したときま

でとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を各１人置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者に対し資料の提出を求め、会議に出

席させて意見を聞くことができる。 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、宇部市観光スポーツ文化部ときわ公園課が担当する。 

（その他） 

第７条 この要綱で定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年１２月２日から施行する。 
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